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令和４年度第１回稲城市総合教育会議  議事録 

 

1 実施概要 

日 時 令和５年１月 31 日（火） 13 時 30 分～16 時 00 分 

場 所 地域振興プラザ４階 大会議室 

議 題 （１）稲城市立学校における働き方改革 

（２）学校施設における脱炭素化 

（３）その他 

出席者 構成員 市長                 髙橋 勝浩 

教育長職務代理者           今泉 浩史 

教育委員会委員            吉田 伸幸 

教育委員会委員            三戸 美代子 

教育委員会委員            北川 英一 

説明員 企画部長               小林 卓 

企画部企画政策課長          清水 和志  

都市環境整備部緑と環境課環境政策係長 宇田 雅彦 

教育部長               佐藤 知子 

教育部教育指導担当部長        岸  知聡 

教育部教育総務課長          長﨑 健 

教育部指導課長            髙橋 達也 

教育部教育総務課教育総務係長     涌田  恵一郎 

教育部指導課指導係長         伊藤  まどか 

教育部指導課教職員係長        古川 直広 

事務局 企画部企画政策課長          清水 和志 

企画部企画政策課企画政策係長     膳  崇訓 

傍聴者 なし 

配布物 （資料１）稲城市立学校における働き方改革 

（資料２）稲城市におけるカーボンニュートラルの取組について 

（資料３）令和４年度 コミュニティ・スクールの取組状況 
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２ 内容 

市 長 定刻でございますので、これより令和４年度第１回稲城市総

合教育会議を開催いたします。 

それでは議題に入ります。「議題（１）稲城市立学校における

働き方改革」について、まずは事務局から説明をお願いします。 

教 育 総 務 課 長 【資料１「稲城市立学校における働き方改革」に基づき説明】 

市 長 事務局の説明が終わりましたが、現在の説明について何か質

問等がありましたらお願いいたします。 

教育長職務代理者 基本的には在校時間という形でご説明いただいております

が、先生の勤務時間ではなく在校時間で今後も把握をしていく

という認識でよろしいでしょうか。 

教 育 総 務 課 長 在校時間の把握につきましては、国の指針等で公立学校の教

員は、法による規定もあり、時間外勤務の算出が難しいことか

ら、在校時間を把握して取り組むということが示されておりま

して、当市においても、こちらを把握するためのシステムを導入

して在校時間において勤務時間を把握していこうということで

進めてございます。 

教育長職務代理者 わかりました。今は出退勤システムを使っての在校時間の確

認しかできないと思いますが、在校時間だけではなく、労働時間

の定義づけ等も色々あると思います。例えば保護者対応は労働

時間であるかどうなのか等、ゆくゆくはそこまで考えていかな

いといけないと思います。そちらも国がどう音頭を取っていく

のかというのが大事かと思いますが、率先して稲城市でも把握

することは、働いている人たちの健康管理のためには、必要であ

ると思います。 

吉 田 委 員 部活動について、部活動指導が、外部委託に移行しつつあると

いうことで、現行の教員が、教員自体は生徒と日常的に関わって

いるわけですが、その流れの中で部活動指導をしたいというよ

うな教員もいると思います。そういった教員と外部委託をする

部活というのは、何か住み分けがあり、外部委託が進んでいるか

のデータはありますか。 

指 導 課 長 現時点で外部委託という形のものは、指導員の派遣という形

で行っているので、教員の指導が要らないというわけではなく

教員も顧問としておりますので、働き方改革というところにつ

いては、今後の課題でございます。 

吉 田 委 員 教員自体の拘束される時間は軽減されているという認識でよ
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ろしいでしょうか。 

指 導 課 長 現時点では、拘束時間が軽減されているというところまでは

いっていないのが現状でございます。 

吉 田 委 員 働き方改革を進める上で、部活動の負担軽減という観点をも

う少し見ていく必要があるのかなと思います。 

教育指導担当部長 指導課長の方から負担軽減の話がありましたけれども、いわ

ゆる在校時間は変わらないことがあると思いますが、より専門

的な外部指導者が入ることによって、教員そのものが直接指導

に携わりがなくても部活動が行えているといった点では、教員

の負担軽減になっている部分があるということでございます。

そういった意味で、教育委員会としては、現段階で支援を行って

おり、また、支援のあり方については今後も検討していきたいと

考えております。 

北 川 委 員  関連して、外部指導者ではなく地域移行の方が一般的に進め

られているわけですが、部活動は学校のものではなく地域が担

うという形になっているのが国の流れだと思いますが、例えば

スポーツ推進課も含めた形で、この計画に入れることを考えた

らいかがでしょうか。 

指 導 課 長 部活動の地域移行ということでございますが、地域との連携

というところで、指導者が土日を中心に入っていただけるよう

な体制作りというのは、庁内でも検討会を始めたところでござ

います。今回の計画に入れるかにつきましては、事務局で相談し

てまいりたいと思います。 

北 川 委 員 外から派遣してもらうことや地域が協力するというのは、学

校の部活動に協力する形なので、いわゆる地域のスポーツチー

ムとして新たな形をしているというのが、地域移行の新しい形

になると思いますが、そちらは何か検討されておりますでしょ

うか。 

指 導 課 長 検討を進めているところでございます。 

北 川 委 員 地域移行は別枠で計画に入れた方が良いと思いますが、いか

がでしょうか。 

指 導 課 長 資料の18ページ上段の②をご覧ください。部活動への地域ス

ポーツ・文化団体の活用ということで、顧問に代わって地域スポ

ーツ・文化団体を積極的に活用するということは、次の計画に載

せていく予定でございます。 

北 川 委 員 学校の部活動に地域スポーツ団体や文化団体を活用するとい

う意味ではなく、地域移行は部活動だけではなくて、地域全体の



4 

 

活動ということで捉え、より広い意味で捉えてもよろしいとい

うことでしょうか。 

指 導 課 長 地域に移行するというところについては、先ほども申しあげ

ました通り、検討会でさらに熟議していきたいと考えておりま

すので、今回のこの制度の中には明示する予定はございません。 

三 戸 委 員 ノー残業デーの設定と実行についてですが、令和２年度から

15校で実施しておりますが、実施できていない３校について、理

由があれば教えていただきたいです。もしくはノー残業デーで

はなく、それに代わるような仕組みや制度を学校で実施してい

るということがありましたら、教えていただきたいです。 

指 導 課 長 資料20ページ（５）②の内容につきまして、ノー残業デーで主

に取り組んでいる学校について、今回記載をさせていただいて

おり、どの学校でもノー残業を目指して取り組んでおります。月

に何回か設定するという学校と、できるところからやる学校と

あるのが現状だと思います。ここに記載のない小学校３校につ

いてもやっていないということではないと、事務局としては認

識しております。 

三 戸 委 員 23ページの方に第２次計画でも継続としてこれを謳っており

ますので、取組の実態として、各校がこういったものを明記して

いても、学校単位のお考えで行っていると理解してよろしいで

しょうか。 

指 導 課 長 第２次計画にも継続として載せているところで、これは一つ

の取組として学校には、お取り組みいただきたいため、周知し推

進していきたいと考えております。 

三 戸 委 員 学校単位での考えもありますし、また、ノー残業デーを設けた

ことで逆に他の日にしわ寄せが行くというような現状がもしあ

れば本末転倒ではありますけれども、こういったものを掲げる

ことで、実施に向けて、ノー残業デーでない日の働き方というも

のの啓発に繋がると思いますし、特に実施されてないところも

少なくなってまいりましたので、是非、全校やっているというよ

うな状況にあると良いと感じました。最後は意見です。 

教育長職務代理者 全体的に見て、先生方の労働時間というのは多いのでしょう

か少ないのでしょうか。数値が全く見えてこないので、おそらく

社会的には多いだろうという様に言われているので多いという

ことは認識しておりますが、一体何時間ぐらいで、年平均どのく

らいなのでしょうか。 

教 育 総 務 課 長 教員の場合、在校時間で比較することになりますが、在校時間
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につきましては、月ごとの在校時間の平均値というのは、計画以

外で数値としてはございまして、東京都が時間外勤務を調査す

る際に、10月を基点にしているところもありますので、10月を例

にいたしますと、稲城市の教員の在校時間平均が191.7時間とい

う数値がございます。こちらにつきましては、比較対象としまし

て、厚生労働省の毎月勤労統計調査の令和３年度の結果でござ

いますが、そちらは、毎月の労働時間につきまして一般労働者の

平均で月162.1時間というのがございます。今回の数値は191.7

時間ですので、いわゆる一般労働者より時間が多く、もちろん在

校時間の考え方はありますが、一般的な数値と比較しても少し

多い状況と認識をしております。 

教育長職務代理者 別添資料３第２次の働き方実施計画というのは、市民の方に

見ていただくことになるでしょうか。 

教 育 総 務 課 長 こちらつきましては、ホームページ等で公表して参りたいと

思ってございます。こちらの取組の方向性の18ページの（5）①

が保護者・地域に対する教員の働き方改革への理解促進という

項目でございますので、促進の取組の一環といたしまして、ホー

ムページ等を通じたＰＲを進めていきたいと思います。 

教育長職務代理者 理解の促進ということを地域の方にしていただくのであれ

ば、先生方が何時間在校しているのかということをはっきりと

数値で見せてあげることも必要だと思います。また、それはあく

まで在校時間であって労働時間ではない、というようなところ

もしっかり見せてあげないと在校時間だけ190時間と見て、一般

的な労働時間が160時間ということと比較し、30時間ぐらいが残

業時間であるというところで、地域の皆様が納得してしまった

ら、絵に描いた餅になってしまうと思うので、在校時間だけでは

ないところもあると、それは国の方向性で今のところ把握して

はいないというようなところをどこまで表現するかというのは

あるかと思いますが、そういった数値がない限りは本当に労働

時間が多いかわかりません。学校に行って在校をしているだけ、

在籍しているだけという様な見られ方をしてしまうと、本末転

倒かなと思いますので、そのあたりもよろしくご検討いただき

たいと思います。意見です。 

市 長 働き方改革という計画を立てるということで非常に大切なも

のですので、今いただいた意見を整理し、質問の答えと噛み合っ

ていない部分については、各委員の意向を汲み取った上で、ぜひ

実施計画を作ってもらいたいと思いますので、一つ一つ確認し
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たいと思います。 

まず今泉委員の、いわゆる時間外勤務の働き方改革というこ

とを今後やっていく中で、一番ベースになるのは、その労働時間

が長いのか短いのかということで、一つ大きな要素となります。

教員のいわゆる時間外勤務、あるいは正規の勤務時間というの

が、一般の公務員とは違う位置付けになっており、教職員は、時

間外手当を払わない代わりに、４％でしたか、時間外相当の上乗

せをするということですが、この制度ができたときは、概ねその

ときの平均時間外勤務時間が８時間ぐらいとたしか聞いており

ましたけども、それを目処に月平均８時間ぐらい時間外をする

のを４％の給料額制で、近似値としてやるということだったよ

うであります。 

時代が変わり、当時も８時間で収まっていたわけではないと

は思うけれども、実態とその８時間ないし４％の上乗せが非常

に乖離しているのではないかと今泉委員からもご指摘のあった

ように、実際の勤務時間の定義というのが、はっきりとしていな

いという中では、これを変に情報発信を間違えると、４％上乗せ

しているのに本当に働いているのかどうかということで、かえ

って不信感を持たれて批判が生まれ、あるいは逆に、それでは足

りなすぎるので、綺麗さっぱり出退勤時間をタイムレコーダー

みたいなものでしっかりつけて、一分でさえも支払えと、両極の

意見になってしまう可能性があるから、まずは教育公務員の労

働時間の概念はどういうものか、そして在校時間とはどういう

ものかというのは、ある程度定義があって、それと一般の公務員

や一般の労働者との比較もある程度わかるようにしていく。片

や超過勤務時間、片や在校時間では全然比較にならない。 

かつ、混同しやすいのが、労働基準法等において、超過勤務時

間が80時間を超えると過労死のリスクが高まるからというもの

があります。その超過勤務時間80時間と、在校時間60時間を混同

してしまい、在校時間60時間とは実際には何時間労働している

のかという非常に大きな関心事について、受け取り方が180度違

う方に取られてしまうと思う。４％、８時間を加味した上で議論

されているので、在校時間ということになってしまうけれども、

それをどう考えるかですね。 

極論を言えば、本当に教育公務員の働き方改革という所であ

れば、一般の行政職と同じにすべきという意見もあるわけです

ね。その場合にはもう完全に居る時間ではなく、時間外勤務を命
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じられた、これがおそらく、教育公務員にはアレルギーがあるの

だろうと思います。 

一般の公務員には、上司がいて、管理職から時間外勤務命令が

出ていない場合は労働ではありません。勝手に残っているわけ

ですから、役所の滞在時間が労働時間ではなくて、あくまで上司

がこの業務を時間外勤務で行えと命じた場合のみが、労働時間

超過勤務になります。その部分が出退勤の時間とまた違うとい

うのが確立をされているからそれはそれでいいのかなと思いま

すが、一方で、教育公務員の場合については必ずしも上下関係が

はっきりしない、あるいは１人で判断をして、独任制で行う教員

という仕事ですから、誰かに命じられ、超過勤務を行っているわ

けでは必ずしもないので、そういった意味では超過勤務という

ものの考え方は若干、一般の公務員とはまた違うのかなと思い

ます。 

そういうことを整理されていない中で、労働時間なのか在校

時間なのかが、多い少ないというとやはり非常に両極の誤解を

生むとも思います。 

ただ、そちらを解決しないまま、文科省の方で在校時間という

ものを比較するというのは、教育公務員毎や地域毎の格差はわ

かるかもしれないけれども、一般の行政職員との比較はしにく

い。 

滞在時間が業務時間とすれば、圧倒的に賃金が支払われてい

ないことになりますね。 

目標は、賃金の支払いを几帳面に正すということではなく、あ

くまで、働き方改革で教員一人一人の負担軽減ということであ

れば、目的をはき違えてしまうかもしれません。 

最近民間のアルバイト社員においては、一分単位で賃金を支

払うのがトレンドになっているそうです。そうでないと労働争

議になってしまうということですが、公務員においては、一般の

公務員や常勤の職員にはあたらないと思います。 

全員の勤務時間を測り、その通りに支払うという動きではな

く、あくまで負担があるのかどうかということだとは思います

が、何を目的として時間外、あるいは在校時間を測っているのか

の位置付けが重要であると思いますが、今泉委員どうでしょう

か。 

教育長職務代理者 正直に言うと文科省の方でしっかりやってくれない限りは困

る話であり、一行政のところで解決はしないだろうと思います。
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ただ、それだけの問題があるというのは、この第２次計画で市民

の方にご理解いただけるような、先ほど市長が仰っていたよう

に、1966年当時の８時間の給特法のままできているということ、

また給特法の４％の部分が超勤４項目に限られているというこ

とになると、それ以外の事業準備や保護者対応については、あま

り加味されていない等の背景をもう少し市民の方に知らせて、

悩ましい状態であることを示しても良いと思います。 

市 長 あくまで、指針に基づき、在校時間で比較し適正化することは

調べていかなければならないけれども、市独自として、在校時間

のなかで、いわゆる教育労働、教員としての労働はどういうもの

であるのかというのは自己分析があっても良いと思います。 

それについて、何か意見はありますか。 

北 川 委 員 学校にいる時間は全て教育労働と認識していただいて構わな

いと思います。５時過ぎても授業の準備を行っており、部活動の

終了時間が大半５時30分のため、その後に仕事を始めるため、基

本的に仕事がないのに残っているわけではないと我々は認識し

ておいてもよろしいのではないでしょうか。 

また、４％で、働かせ放題になっており、それにより健康を害

したり、教員の担い手がいなくなってきたりしております。 

そうなると、教育の質が低下し、日本の未来が非常に厳しくな

ります。また、授業についても変わり、つい最近までは、子ども

たちに楽しくわかりやすく教えられれば良いということでした

が、現在は、子ども達が主体的に学んで、そして学びを子ども達

の間で深めていくような、授業設計を教員は求められています。 

一人一人に応じた授業を作っていくためには、時間を作らな

ければなりませんので、教員の質と教育の質の担保が重要であ

ることを市民の方々にもわかっていただくようなことを稲城市

が率先して行っていけば、良い先生も集まり、保護者の方々へ理

解を求めていけると思います。 

市 長 在校時間の測定の仕方については、色々な意見があるとは思

います。学校に入ってから出るまでが全て在校時間というのも

一つの意見であると思いますが、他の一般事務の行政職員は、必

ずしもそういった判断ではないこともあります。 

学校現場を否定するわけではないですが、今の制度上で議論

をしてしまうと、実際は残業時間が多いから近似値をめぐって

議論することになるか、もう一方で普通の行政職員の水準で基

本給を決めて、時間外勤務は時間単位で全て支払うようにする



9 

 

かという話になるので、現時点では市では決められないという

ことになります。 

また、在校時間を正規の勤務時間と時間外に直すとどれくら

いになるのか、私は両方併記した形で測定した方がいいのでは

ないかと思います。例えば、今回月190時間を4.5週間で割ると週

42時間になります。週に２時間の残業となるとほとんど残業が

ないことになります。 

教 育 総 務 課 長 別データとして、在校時間の数値の精度の問題はございます

が、45時間以上時間外勤務をしている教員が、３割程主にいると

いうことは、実際問題ございます。 

市 長 稲城市役所にも個人として長時間の時間外勤務をしている職

員はおりますが、全体を平均として均すとそこまで時間外勤務

は多くないということになりますよね。 

また、民間の労働時間が160時間とありましたが、これもおか

しいのではないでしょうか。月25日働いているとすると、1日6.4

時間になってしまいますよね。 

三 戸 委 員 月は祭日等の休日もございますので、25日では多いのではな

いでしょうか。 

教 育 総 務 課 長 月の換算は、20日ということになっております。 

市 長 そうなると、月190時間を20日で割ると、１日9.5時間というこ

とになり、１時間休憩とすると、やはりそこまで時間外はないこ

とになりますね。 

教 育 総 務 課 長 現状数値としては、休憩時間の兼ね合いもあり、そのような形

になります。また、現場から頂いた意見として本来望ましいこと

ではございませんが、持ち帰りの仕事はどうしても発生してお

り、そちらはカウントができない点と、学校以外の活動における

勤務時間も把握できていないということもあり、在校時間にお

ける休憩時間の扱いもあるため、精度を上げていく必要がある

と考えております。 

市 長 在校時間については、190時間と聞いてもわからないので、一

般の労働者と比較するのであれば、１日あたりの正規の勤務時

間と超過勤務時間を合わせて労働時間と考えるので、教育公務

員の正規の時間の7時間45分と超過した時間をそれぞれ分けて

表現する等行った方が良いと思います。 

一般の労働者と比べて多いか少ないかという一つの指標がで

るべきだと思います。 

教育長職務代理者 労働時間について、残業の割増に意識が向いているとは思い
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ますが、給特法は、労基法第32条は除くとなっていますが、第36

条の週8時間、月40時間の制限については除かないと思いますの

で、残業代とは別に働かせすぎという問題がでてきます。また、

45時間、60時間、80時間と残業時間が延びると脳卒中の危険性も

高まります。 

そうすると、在校時間だけではなく、もし持ち帰って何かしら

作業をしているというものが見えれば、そこは完全に働かせす

ぎと咎められることになります。本来で言えば、管理職が管理

し、働かせすぎな職員はやめさせなければいけない責任の立場

がありますので、万が一訴えられてしまうと大変なことにもな

ります。 

その辺り、残業代と労働時間の考え方を分けておかないと、混

同し、お金を払えば済むという話になるので、気を付けなければ

ならないと思います。 

市 長 それを踏まえると、いわゆる在校時間の把握だけでは足らな

いわけであって、持ち帰り業務というのも実態把握が必要だと

いうことでよろしいでしょうか。 

教育長職務代理者 労基法・労働安全衛生法としてはそこまで求められているの

で、そうなります。 

市 長 把握は可能ですか。 

教 育 総 務 課 長 システムで把握することは難しい所かと思いますので、アン

ケートを行ったり職員への持ち帰り業務についての聞き取りを

行ったりして対応することになるかと思います。 

市 長 いずれにせよ、従来の出勤したかしていないかしか把握して

いない頃からすると、今はICカードで学校に入った時間と出た

時間は、完全に一人一人把握できるようになりました。ただ、こ

の時間だけを見ても、時間外は短いです。しかし、学校はそれだ

けではなく、持ち帰って行う時間をカウントしていないという

ことがあるとすると、その把握に努めることも必要であるとい

うことが共通意見ということだと思いました。 

この議題については、この辺でよろしいでしょうか。 

 ＜異議なし＞ 

市 長 次に吉田委員からありました部活動の関係で、北川委員から

もありましたが、これについては私の方から言わせてもらいま

すが、スポーツ庁で外部委託というものがありますが、これは非

常に話が飛躍していて、元は教員の働き方改革、教員の負担軽減

からスタートしたはずですが、現場をよく知らないスポーツ庁
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がいきなり外部委託、地域移行というのを一方的に言ってしま

い、全国的に非常に大問題になって、特に全国市長会でこれを大

問題として、そんな地域移行という受け皿があるわけない、仮に

あるとしても、種目ごとに例えば、野球、サッカー、吹奏楽しか

出てきておらず、仮にその競技の受け皿があったとしても、他の

競技の受け皿は全く目途が立たない中で、明治以降150年間スポ

ーツ部も文化部も学校中心にやってきたのにある日突然、全部

外部委託を使うことを認めたことはあまりに学校や地域を考え

ていないという申し入れが全国市長会からありました。 

もう少し慎重に考える必要がございますし、スポーツ庁の審

議会の一部の委員さんが思いついて発言したに過ぎず、文部科

学省の中でもオーソライズされていません。 

受け皿をどうするかという話の中で、費用の問題であれば、月

謝を取れば良いと全部有料化を前提に文科省は話しております

が、これは問題である話なわけです。そのようなことから、全国

的に筵旗
むしろばた

が立ってしまったわけですが、そうすると次は、最初

は３年間で完全移行、土日のみだったのが、全日地域移行しよう

と一方通行であったわけですが、反論があると３年の目標期間

は０になってしまいました。 

それ程、いい加減なものでありまして、ただそれでは困ります

ということと、もう一度考え直すと目的が教員の働き方改革負

担軽減から地域移行が目的であるかのようにすり替わってしま

っているから、冷静に考えましょうということです。 

稲城においては、現在のところ地域移行を考えていないとい

うより、そこまで達していないという状況です。 

まずは、外部指導員を入れることで教員の負担を軽減しよう

ということです。たしかに学校主体である部活動であるのは間

違いありませんが、外部指導員を入れると、結局は顧問の先生は

最初から最後までいるわけですので、退校時間が早くなるわけ

ではありませんので、そういった意味では時間的には負担軽減

にならないというのも一つの考えですが、外部指導員が入って

いる間は、体育館等に行かなくてよくなり、職員室で事務作業が

できるようになります。トータルでは負担軽減になると思って

おります。 

 現在、外部指導員については、学生や地域の経験者に１回

2,300円の謝礼を支払うボランティアのような制度とバディ幼
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稚園関連会社の株式会社クラブ活動支援と委託契約を結び、ス

ポーツ指導を行っている社員へ１回4,000円の謝礼を支払う制

度の２通りで行っております。 

 株式会社クラブ活動支援については、かなりお金が掛かりま

すが、そちらは、企業版ふるさと納税で財源を確保し、行ってお

ります。令和４年度ベースでは、外部指導員の委託料が約250万

円掛かり、企業からのふるさと納税が約430万円来ておりますの

で、もう少し増やしても大丈夫という事になります。 

 一方で、地域移行については課題ですが、３年間でなんとかし

なければならないというから急作りで何かしないといけないと

思っておりましたが、それが撤回されてしまいましたので、ゆっ

くり考えていくことになると思います。ただし、地域移行はでき

るものとできないものがありますので、当初から言われている

ように、地域移行できない部活動については、従来通り、学校単

位で先生が行うことは想定するわけですが、元の木阿弥になっ

てしまうので、今議論されているように学校教員の副業許可、す

なわち学校の教員として４％内で行い、全部タダで行う縛りを

なくし、副業を許可する、それは別の団体から派遣されるなり、

その外部指導員として出てきて教えた分については、一定の謝

礼を別に支払うというようなものを想定しています。 

 稲城市の場合は、まだ形にはなっておりませんが、外部指導員

を補充し充実させ、先生の負担軽減を行うことが第一弾となり

ます。第二弾が、教員の副業許可を可能にし、さらに後に地域移

行を進めるということになります。 

 市内の地域クラブについては、各市一つずつ総合型地域スポ

ーツクラブを作るように言われており、稲城市もiクラブができ

ておりますが、そこに依頼することが決まってはおりませんが、

そういった地域クラブにお願いをして、そこに強制ではなく、外

部指導員として教えたいと希望する先生だけ、地域クラブに登

録いただいて、報酬として時間単位で地域クラブからお支払い

するということを想定しています。 

 その先に、地域クラブが大きくなり、全面的に部活動を請け負

いますよという下地ができてから地域移行を行っても良いのか

なと思います。 

 文化部については、受け皿が中々厳しいので、いずれにせよコ

ストの問題、地域にその資源があるかというのは、地域差がある

ので、一律３年で移行という方針もなくなりましたから、じっく
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りと時間をかけて行っていくべきなのかなと思います。 

 教育委員会と市長部局、さらに財政面も含めて検討しながら、

良い方向に持っていきたいと思っております。 

 これについて、何か意見はありますか。 

吉 田 委 員 働き方改革という観点で言えば、市長の言うとおりだと思い

ます。 

市 長 また、これは良いチャンスだと思いますが、今まで学校単位で

先生が顧問で教える方策しかなかったから、例えばサッカーチ

ームが存続できない、指導者となる先生や選手がいないという

ことがありましたが、地域クラブあるいは、外部指導員を入れ

て、グループ化する中で、そういう指導体制さえ維持できれば、

複数校を一緒に行うことや、地域クラブであれば、学校関係なく

存続できるので、自分の学校単位でできない種目が存続できま

す。 

 例えば中学校の新体操部が三中でできましたが、非常に好評

で多くの生徒が入り、地域も盛り上がりましたが、新体操を教え

る先生が転勤になり廃部になってしまいました。このようなこ

とは非常に残念であるけれど、体制ができれば新体操がずっと

できたり、普通内容の種目もずっとできます。 

 また、クラブに入るのに越境入学をしなければならないと、今

まで軟式テニス部に入りたいから、三中に移籍するということ

をやっておりましたが、そういう必要もないわけです。これは非

常に良い面もあるので、是非そのようなことを含めながら、今後

時間を掛けて、受け皿整備をしていく。 

 ただし、必ずしも学校で行うクラブ活動を全否定するわけで

はなく先生が今まで通り、学校単位で自分が熱意を持って教え

たいという人も中にいるので、そのような人を潰してはいけな

いというのは、意見として言わせていただいているわけですが、

多様な在り方、要は学校の先生が負担と思わないような形を選

択できるようなことがあれば、新制度に移行できるのではない

かと思っています。 

 ただ、文科省のようなやり方ですと、全部クラブチームに地域

移行となると月謝の問題やその費用負担の問題を一切考えてい

ないため、当然それについて国費負担は100％求めていきたいと

考えております。 

 三戸委員のノー残業デーについてですが、事務局よりやって

いないわけではないということでしたので、それでしたら、やっ
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ているということでどうでしょうか。 

指 導 課 長 はい。ノー残業デーという設定はないですが、ノー残業を目指

す取り組みはしております。 

市 長 20ページに「ノー残業デー等の設定」とあり、「等」と括れば、

全校取り組んでいるという形が良いのかなと思います。 

また、23ページにあるようにこれから計画に盛り込むわけで

すから、そうなると全校やらなければならない。各校の判断では

なく、教育委員会全体として計画を作って、学校に守ってもらわ

なければならないでしょうから、現時点でも取り組んでいると

言っていいのではないでしょうか。三戸委員いかがでしょうか。 

三 戸 委 員  やはり、計画に入れている文言ですので気になりました。 

「等」というのは、「ノー残業デー」、「ノー残業ウィーク」や

そのようなものを含めて「等」であると思いますので、そのよう

な制度を定めていない学校や標榜していない学校には、強く求

める機会にしてもよろしいのではないかと思いました。 

市 長 いずれにせよ、根本は、学校の先生方の担う事務に本来の子ど

もと向き合って教える時間以外に掛けなければならない事務が

山ほど増えてしまっているということですよね。 

各種の事務報告やクレーマー対応、給食費・教材費の集金・滞

納整理等をそれぞれできる限り一つ一つ改善していき、先生の

本来業務に戻してあげるというのも、単に残業時間を減らすだ

けではなく必要かなと思います。 

ちなみに、稲城市はまだまだやっていることは多くはないと

は思いますが、給食費の公会計化は取り組んでおり、給食費の徴

収は現在、全て教育委員会の行政職員が行っており、先生からは

手が離れております。 

教材費の方はいかがですか。 

教 育 総 務 課 長 教材費の集金につきましては、資料15ページ（２）①の徴収金

業務の効率化等の検討があたりまして、第一次計画において、口

座振替や口座引落にしている学校が、小学校７校、中学校６校の

計13校ございます。未実施の学校につきましては、引き続き進め

ていき、集金回数を減らすことや、Logoフォーム等の新しいもの

を活用した方法も検討していくことも含めて重点項目として記

載してございます。 

市 長 せっかくタブレットを導入したので、オンライン化し、徴収そ

のものは先生が携わらないようにするということも重要です

ね。 
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また、比較的稲城市の保護者は協力的で、給食費を公会計化す

る前も99％が口座振替でありましたので、実はほとんど教員に

は負担が掛かっておりませんでした。そのため、昔から先生が、

集金袋で今月分のお金を集めますよというような作業を行って

いないのですね。いわゆる口座振替に親御さん方が承認してく

れるということは非常にありがたいことで、教材費についても

別に公会計化しなくても、口座振替が100％であれば、実質先生

が集めることはなくなりますね。 

そのような周辺業務をどんどん効率化、またはICT化してい

き、タブレットを授業で使うだけではなく、学校と保護者の連絡

にも使っていこうということですね。 

それから、現在出欠席のICT化はお願いしておりますが、休み

の連絡も朝一に先生を見つけて電話して、忙しい始業時間前に

保護者は電話で連絡をしなければならず、それを受ける先生側

の負担も大きく、全部手作業になっております。ICTを使ってど

のような理由で休むということを保護者が通知し、全て自動で

集計され、システムで取り込めるようになるようなシステムが

入れられれば、そういった雑用のようなものは減っていくと思

います。 

なるべく、システム化、ICT化を行い、雑用みたいなものは先

生の負担から軽減することも考えていければ良いかなと思いま

す。 

その他ありますでしょうか。 

教育長職務代理者 １点確認でございますが、２ページ・３ページに書いてありま

す東京都の取組の方向性について、（５）に「ライフ・ワーク・

バランスの実現」ということを謳っていて、稲城市の取組の方向

性では「ワーク・ライフ・バランス」という形になっており、ワ

ーク、ライフの順番が異なっております。 

ワーク・ライフ・バランス憲章でワーク・ライフ・バランスと

なっており、仕事が先立っているので、それに基づいてできたも

のと思いますが、昨今の社会的な流れであれば、ライフ・ワーク・

バランス、都知事も東京都は率先して、「ワークより先にライフ

を」という発言をされていますけれども、稲城市は、特にワーク

が先でという考えで、今後の計画でも必ず進めていくというこ

とでよろしいでしょうか。 

教 育 総 務 課 長 仰るとおり、東京都につきましては、「ライフを重視してワー

クを見直す」という観点から、ライフ・ワーク・バランスという
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言葉を使用しております。一方でワーク・ライフ・バランス憲章

がございまして、ワーク・ライフ・バランスという言葉の方が一

般的に使用されているという認識がございます。稲城市におい

ては、男女平等推進プラン等々につきましても、仕事と生活の調

和の略として、ワーク・ライフ・バランスという言葉を用いてお

ります。 

今後は、ライフの方を重視しようという考え方もございます

ので、記載につきましては、検討していくところでございます

が、現状はそのようになっております。 

教育長職務代理者 わかりました。あくまでこの計画においては、率先して先にラ

イフを持ってきてもいいのかなと、他がライフを先に持ってく

るまで待つ必要はないのではないかと思います。こちらは意見

です。 

市 長 いずれにせよ、東京都が過去に作った計画を引用しているの

で、今この場で直すわけにはいかないですよね。 

ただ、稲城市立学校における働き方改革実施計画を次に改訂

する時に、検討していただくということですね。 

教 育 総 務 課 長 はい。既に第一次計画を現在作成しておりますので、今回第二

次計画で変えることは可能ですが、他の計画と揃えようと検討

しているところです。 

市 長 稲城市においては、ワークが先にくるから重要といった意識

はしていないと思いますね。ただ、並列しているという認識だろ

うと思います。 

その他意見はありますか。 

委 員 ＜意見無し＞ 

市 長 それでは、「稲城市立学校における働き方改革」については、

今いただいた意見を踏まえて加筆修正していただきたいと思い

ます。 

続いて、議題（２）「学校施設における脱炭素化」について事

務局よりご説明お願いします。 

企 画 政 策 課 長  【資料２「稲城市にけるカーボンニュートラルの取組につい

て」に基づき説明】 

市 長 学校施設における脱炭素化について、説明がございましたが、

何かご意見、ご質問はありますか。 

ちなみにですが、屋上緑化をしている学校はありますか。 

教 育 総 務 課 長 南山小学校が屋上緑化をしております。校舎南側の屋上にな

ります。 
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吉 田 委 員 再生可能エネルギーを利用するにあたって、太陽光発電と蓄

電池のペアで各小中学校に作るということは、手っ取り早く良

いことだと思いますが、例えば、古い学校であれば、屋上にかな

りの機器が載ると思いますが、六中や若小等載らない小中学校

が当然出てくると思います。 

稲城市としては、小中学校18校全てに採用するのか、どの程度

の再エネ・省エネを進めていくのかお考えを教えていただきた

いです。 

企 画 政 策 課 長 まずは、可能な限り載せていきたいという意向がございます。

その中で、資料にPPA事業者ということが書いてございますが、

PPA事業と言いまして、事業者が事業者の経費で太陽光パネルを

設置し、設置後に発生する電気代で費用を償還していくという

仕組みになります。面積が少なく、その制度に当てはまらない学

校も出てくるかと思いますが、そちらにつきましては、国の方で

有利な地方債、ここでは太陽光パネルを設置するにあたって、一

度借りたお金を後で償還していくわけですが、その償還に当た

って、交付税で措置するという制度がございます。 

そういった様々な制度を組み合わせ、可能な限り設置してい

きたいという考えでございます。 

吉 田 委 員 可能な限り設置するというのはとても良いと思います。また、

蓄電池も今かなり期待されていると思います。ただ、こちらにつ

いては、事業者と契約して、10年更新なのか、20年更新なのか、

どのように想定されておりますでしょうか。 

企 画 政 策 課 長 現時点では、15年で考えております。太陽光パネルが20年程持

つそうですので、その15年間PPAで実施いたしますと、その設置

費用を含めた電気代を事業者に支払い後、残りの５年間は使い

放題といった格好になります。 

 また、細かい条件を申し上げますと、PPA期間中、１回は屋上

防水の工事ができるようにして欲しい等いくつか条件を設定し

て実施していこうと考えております。 

吉 田 委 員 15年ということですと、温室効果ガスを2050年までに０を目

指すということで、2023年から15年で、2038年ということにな

り、残り12年で温室効果ガス０の目標を達成するにあたって、恐

らく継続できる部分と継続できない部分が施設によってあるか

と思います。ある程度計画的に温室効果ガスを０にする取組が

あるかと思いますが、いかがでしょうか。 

企 画 政 策 課 長 全体的な計画において、公共施設のみで賄えるものではござ
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いませんので、令和５年度に稲城市の脱炭素化カーボンニュー

トラル計画を策定いたしまして、公共施設のその他の部分、例え

ば、再エネだけではなく、省エネもしなければなりませんし、場

合によっては、断熱等についても取り組まなければなりません。

また、民生部門、家庭や事業者の皆様にもお願いをしていかなけ

ればなりません。それが、例えばどの程度のインセンティブがあ

れば、皆様に参加していただけるか、そういった内容も含めまし

て、総合的に考える計画策定を令和５年度に想定しておりまし

て、そちらに基づいて全体的には実施していくという経過がご

ざいます。 

吉 田 委 員 確かにそのとおりで、この取組だけでは駄目で、お金を掛けれ

ば、いくらでもできるかと思いますが、断熱やそれに伴う換気シ

ステム、ペアガラス等、お金を掛ければ良いということではな

く、少しずつできる部分とできない部分を整理しながら、温室効

果ガス０に向かっていければ良いと思います。 

もう一点、学校施設について、LED化はどのくらい進んでいる

でしょうか。 

教 育 総 務 課 長 全体で取り組んでいる学校は特段ございません。しかし、学校

配当予算の中から、少しずつ調整し、LED化を進めている学校は

ございます。LED化を達成している学校はございません。 

市 長 LED化について補足いたしますと、東日本大震災以降10年以

上、とにかく電気がないので、我々として発電で協力することに

は限度がありますので、節電の方で協力をしようということで、

最初に取り組んだことは、町中の防犯灯です。単年度で、リース

方式で全部LEDに切り替えました。 

それから各施設の照明を全て替える、例えば市役所の照明等

については、10年以上前の当時は、交換可能なLEDと機材が限ら

れており、直管型や丸形電球については、数種類しかなかったの

で、交換できないものもありました。 

当時新設した病院は蛍光灯で建設しましたが、今になります

と、交換不可能なものはほとんどなく、LED化が普及してきてい

るので、徐々に変えていこうという動きです。 

これまで取り組めなかったお金の問題はありますが、学校校

舎、ほぼ手付かずのクラスの照明はほとんど蛍光灯ですので、こ

れを今回一気にやっていこうというものです。 

先ほどのPPA方式、民間の資金を借りて、電気代で返す方法と

いう新しい契約方法でやっていくと、分割払いで長期に払うこ
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とができると思います。今回はやっと学校に順番が回ってきた

ということで、その他の街路灯・道路灯、公園灯や各施設の照明

は大方入れ替えが進んできているので、最後の部分にはなりま

すが、引き続きLED化を進めてまいりたいと思います。 

他にご意見はありますか。 

委 員 ＜意見なし＞ 

市 長 脱炭素化については、市から各学校にお願いをして、そのよう

な場を提供してほしいというところでございますので、そこま

で大きな問題ではないと思いますが、このようなことを実施し

ますので、ご了解いただきたいということであります。 

続いて、議題の（３）「その他」について、報告事項「令和４

年度コミュニティ・スクールの取組状況」についての資料がござ

いますので、事務局からご説明をお願いします。 

指 導 課 長 【資料３「令和４年度 コミュニティ・スクールの取組状況」

に基づき説明】 

市 長 コミュニティ・スクールの取組状況についての報告が終わり

ました。何かご意見、ご質問があれば、お願いします。 

北 川 委 員 事前に実施状況の報告書を頂いており、全て目を通させてい

ただきましたけれど、学校運営方針の承認について書かれてい

ない学校が少なくとも８校ございました。 

周知や説明、学校経営方針自体が入っていない等の学校があ

り、口頭では聞き取っているというお話も伺いましたが、何がこ

こで重要なのかということについて、委員の方々も先生方も浸

透していない部分があると思います。初めですので、仕方ないで

すが、そのようなところは強調していかなければ、本来コミュニ

ティ・スクールは、地域運営学校でありますので、そこが学校運

営連絡協議会とあまり変わらない部分がまだまだ残っていると

感じました。そういった所を改善していって欲しいと思います。 

なお、６月に学校経営方針を承認するかしないか行っており

ますが、遅すぎないでしょうか。私は遅すぎると思っておりま

す。私が関係している学校は、３月の３回目に大まかにはなりま

すが、方針を承認し、学校経営方針を作っていただくという形に

しようかなと思っております。そうでない場合、市に提出する前

の４月に学校運営協議会を開かなければ、本来の学校運営協議

会の姿にはならないと思います。 

それから、やはりまだ副校長先生が司会をして、校長先生が説

明して、意見を聞くという従来の形で行っている学校が多いと
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も聞きます。やはり座長として会長が校長先生と何を話し合う

か煮詰めた上で、地域が主体的になり学校運営に参画していく

という方向性を形の上でも取っていただければ、少しずつ芽が

生えてくるという思いでございます。 

以上です。ありがとうございました。 

市 長 とても大事な視点だと思いますが、少なくとも承認とはここ

に書いてありますが、報告説明で終わってしまっているという

ことでしょうか。 

北 川 委 員 そこに書かないということは、やはり意識として「そのような

形でやらせていただきます、よろしいですね」という形であるの

かもしれません。 

市 長 確かに仰る通り、協議体であり、学校運営を協議体地域に任せ

るということであるので、少なくとも校長先生が音頭を取り、方

針示達のような形ではなく、議事進行ぐらいは、校長先生でない

委員の誰かが選任され、話し合いを行う体制の方がよろしいの

ではないかというご意見で、私もそのように思いますが、何か標

準的な組織体の役付きや、運用方法のマニュアルを作り、こうや

りなさいというのも違うとは思いますが、いかがでしょうか。 

北 川 委 員 上手くいきましたという事例をいくつか聞き取っていただ

き、共有いただくのが良いと思います。 

市 長 より一層、校長先生からの一方通行の説明会ではなく、皆が意

見を発言できるような標準形式か何かをお示しいただき、より

活性化するようにお願いしたいと思っております。 

資料に「意見・熟議」ともありますが、こちらも実際にそうな

っているのでしょうか。 

北 川 委 員 私は委員として関わっておりますが、現場の先生方も気を使

っておりまして、１時間で終わらせなければということもあり、

気にしなくても良いとはいっておりますが、様々な手当の関係

もございますので、一人ひとり意見を言い、時間が経ってしまう

といったことが多いです。 

やはり、事前に校長先生と会長が重要な部分については、煮詰

めた上で、議論する内容を準備した方がよろしいかと思います。 

市 長 確かに会議を催すにあたっては、提案者等が事前に調整とい

うことが必要であるかもしれません。別に時間を取ることが難

しいのであれば、会の前でも構わないと思います。 

加えて、北川先生よりご指摘があったように６月の承認は確

かに遅いですね。市議会でもそうですが、新年度を迎えるにあた
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り、３月議会で予算を決めておりますが、それを６月で新年度予

算を決めるということになれば、遅いですよね。２月、３月に開

催はできないものでしょうか。 

指 導 課 長 補足説明をさせていただきます。令和４年度につきましては、

４月１日からのスタートということもあり、本来で言えば、令和

４年３月に承認の会を設定すべきでありましたが、４月１日以

降ということでしたので、委員の選任等もあり、第一回の開催が

遅れたという現状がございます。 

令和５年度に関しては、令和５年３月の第三回で承認等の会

が催される予定となっております。以上です。 

市 長 次年度からは、正常化するということですね。 

年３回ぐらいの定例会を予定しているということでしょう

か。 

指 導 課 長 はい。 

市 長 ３月は必ず全校行うということでよろしいでしょうか。 

指 導 課 長 はい。 

市 長 コミュニティ・スクールについて、若干心配な点として、先生

が良い悪いといった吊るし上げのようなことにならないかとい

うことがございまして、コミュニティ・スクールの議題として良

いもの、悪いもの、議題としないものとして任用上のことについ

て等ございましたが、そういうことはなかったということでよ

ろしいでしょうか。 

指 導 課 長 はい。 

教育長職務代理者 先ほど、北川委員より良かったところを全体に知らせていく

という話がございましたが、可能であれば、年１回発表会のよう

な全体が横の繋がりを認識できるような全体会を考えられても

よろしいのかなと思います。意見です。 

市 長 今のご意見について、事務局から何かございますか。 

指 導 課 長 現時点でそのような全体会の設定はございませんが、今後検

討してまいりたいと思います。 

市 長 確かに年３回の定例会に加えて全体会というと、負担を掛け

てしまうけれど、ただ、横並び、横連携として他の地区の運営協

議会が何をしているのかを知りたいというのはありますよね。 

もう少し内容を書いたものをまとめて配る等でも、どうでし

ょうか。この内容についてももう少し内容があってもよろしい

と思います。そちらについては、考えてもらうということです

ね。 
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北 川 委 員 先ほど校長先生についてお話しましたが、会長についてもど

のように運営してほしいかという性格付け等、理解しないまま

スタートしている点がこの制度はありますので、会長、委員の

方々にも共有していただくと二度手間にならず済むと思いま

す。 

市 長 第二回目の項目を見る限りでは、様々な学校のテーマ、起こっ

ていることが取り組まれているとは思います。今後に期待とい

うことと、横連携情報共有が必要かなと思います。 

コミュニティ・スクールについては、よろしいでしょうか。 

委 員 ＜意見なし＞ 

市 長 何せ、始まったばかりですので、今後もご意見をいただきなが

ら、良いものにしていただければと思います。 

用意した次第につきましては、以上となりますが、他に何かご

ざいますか。 

委 員 ＜意見なし＞ 

市 長  事務局からは何かございますか。 

事 務 局  特段ございません。 

 それでは、令和４年第１回稲城市総合教育会議を閉会とさせ

ていただきます。 

 以上 

 

 


